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１ マンションの概要 

 ⑴ マンションストックの推移（暦年末。国土交通省推計） 

   平成１２年  ３，９０３千戸 

   平成１３年  ４，１１４千戸 

   平成１４年  ４，３２４千戸 

   平成１５年  ４，５２１千戸 

平成１６年  ４，６５７千戸 

 ⑵ マンションストックの概況（平成１５年度マンション総合調査） 

  ① 供給主体 

    公 共   １３．９％ 

    民 間   ８５．０％ 

    その他    １．２％ 

  ② 総棟数（平均２．９棟） 

    １ 棟   ７３．９％ 

    ２ 棟    ６．４％ 

    ３棟～４棟  ７．８％ 

    ５棟～６棟  ３．１％ 

    ７棟～    ８．９％ 

  ③ 戸数規模（平均１１０．１戸）  

    ～５０戸   ４１．６％ 

    ～１００戸  ２７．６％ 

    ～２００戸  １６．８％ 

    ２０１戸～  １３．０％ 

 



  ④ 階数（ＭＡ。平均７．８Ｆ） 

    ～４Ｆ    １６．４％ 

    ～８Ｆ    ５４．７％ 

    ～１０Ｆ   １４．４％ 

    ～１４Ｆ   ２２．８％ 

    １５Ｆ～    ４．５％ 

  ⑤ 専有部分使用状況 

    全て住宅として使用   ７２．９％ 

    住宅以外としても使用  ２７．２％ 

  ⑥ 住宅戸数の賃貸化率（平均１３．２％）  

      ０％   １６．１％ 

    ～ ５％   ２５．２％ 

～１０％   ２０．２％ 

～２０％   １０．８％ 

２１％～   ２７．８％ 

 

２ マンション管理業の概要 

 ⑴ マンション管理業者数（平成１７年１月末） 

   ２，６３１社 

    北海道・３．６％、東北・３．３％、関東・５１．３％、 

北陸・１．７％、中部・８．１％、近畿・１７．５％、 

中国・３．２％、四国・１．５％、九州・９．０％、 

沖縄・０．８％ 

  ※ マンション管理業者とは、マンション管理適正化法第４４条の登録を

受けた者をいう。 

 ⑵ マンション管理業者の経営指標等（平成１４年度協会会員調査結果） 

  ① 資本金  

    １千万未満・１％、５千万未満・４１％、１億未満・１４％、 

１億以上・４４％、 

  ② 従業員数 

総従業員数１３４，７５１人、平均従業員数４７１．２人 

③ 経営指標 

    総資本経常利益率・３．３％、売上高営業利益率・６．８％、 

    売上高経常利益率・５．２％、総資本回転率・０．６３回 

    自己資本比率・１７．８％ 

  



 ⑶ マンション管理業者の行う管理事務（標準管理委託契約書による。） 

  ① 事務管理業務 

一 管理組合の収入及び支出の調定 

     収支予算案の素案作成、収支決算案の素案作成、収支状況の報告 

二 出納 

     管理費等の収納、管理費等滞納者督促、通帳等の保管、管理組合経

費の支払い、管理組合の会計に係る帳簿等の管理 

   三 マンション（専有部分を除く。）の維持又は修繕に関する企画又は実

施の調整 

四 理事会支援業務 

     組合員等名簿整備、理事会の開催・運営支援、管理組合の事務処理、 

    総会支援業務、各種点検・検査等に関する助言等及び報告書提出、図

書等の保管 

② 管理員業務 

    受付等の業務、点検業務、立会業務、報告連絡業務 

③ 清掃業務 

    日常清掃、特別清掃 

④ 建物・設備管理業務 

建物点検・検査、エレベーター設備点検・検査、給水設備点検・検査、

排水設備点検・検査、消防用設備等点検・検査、機械式駐車場点検・検

査  

  ※ 警備業法に基づく警備業務はマンションの管理事務に該当しないが、

マンションの安全確保の観点から、最近は警備業務を受託するマンショ

ン管理業者が増加している。 

 ⑷ マンション受託動向（協会マンション管理受託動向調査による。） 

平成１４年度 ７６，４２５棟・３，６１５，７４９戸 

平成１５年度 ８１，２９４棟・３，８９４，８６４戸 

   平成１６年度 ８３，８９３棟・４，０６０，６０１戸 

管理規模 社 数 比 ストック占有比

３千戸未満 ５７．７％ ７．９％ 

５千戸未満 １０．５％ ４．５％ 

１万戸未満 ９．４％ ７．４％ 

３万戸未満 １１．２％ ２０．３％ 

３万戸以上 ５．８％ ５９．９％ 

    ※ 平成１６年度末における会員の管理受託状況。 

 



３ 信託制度の活用可能性について 

 ⑴ 背 景 

  ① マンションの用途及び所有形態の多様化等による区分所有者ニーズの

変化。 

  ② 一定の資力信用並びに業務遂行能力等を有するマンション管理業者に

共用部分等の管理運営を全面的に委ねたいとのニーズの顕在化。 
  ③ 管理組合方式による管理運営の限界の露呈（組織力の脆弱性、自己責

任の欠如、コミュニティーの未成熟等） 

 ⑵ 協会としての当面の対応 
  ① 区分所有法の管理者制度を活用した対応。 
   一 マンション管理業者が管理者である場合もマンション管理適正化法

が適用され、一定の業務規制を受けること。 
二 マンション管理業者に徹底した情報開示並びに説明責任を課するこ

とにより、管理組合方式に比較して機動的な対応が確保できること。 
三 外部監査制度（公認会計士又は監査法人）を導入することにより、

マンション管理業者の管理事務の執行の適正を証明できること。 
  ② マンション管理適正化法の見直しに向けた検討 
    信託の倒産隔離機能を活用した、マンション管理業者及び管理組合の

新たな財産の管理方式・システムの構築。 
⑶ 信託制度を活用したビジネスモデルの検討。 

区分所有者全員（委託者・受益者）がマンションに居住しつつその有す 
る区分所有権及び敷地利用権をマンション管理業者（信託受託者）に信託

し、信託受託者に一元的に保存行為・利用行為・改良行為を行わせる制度

を検討。当面、議論、整理すべき事案は以下のとおり。 
  ① 区分所有者全員とマンション管理業者との間で信託契約が成立した場

合、民事信託と捉えることが適切か、信託業法に定める管理型信託と考

えるべきか。 
  ② 区分所有者全員とマンション管理業者との間で信託契約が成立した場

合、当該マンションの管理運営に、区分所有法及びマンション管理適正

化法が適用されると解されるか。 
  ③ 新築マンションにおいて、区分所有者全員とマンション管理業者との

間で信託契約が成立した場合、当該マンションに係る売主の瑕疵担保責

任は信託受託者に承継されると考えるべきか。 
  ④ 信託されたマンションの秩序維持等に関して、信託前に制定された管

理規約等の効力は信託受託者に承継されると解されるか。 
  ⑤ 信託されたマンションの不具合等により他人に被害を及ぼしたときの



賠償責任は、委託者・受益者又は信託受託者の何れが負うべきか。 
  ⑥ 信託受託者がいわゆるマンションの大規模修繕を行おうとする場合、

受託者の裁量のみで可能か、又は委託者・受益者の多数決若しくは委託

者・受益者全員の合意が必要と考えるべきか。 
  ⑦ 委託者・受益者が死亡した場合、その地位の承継はどのように考える

べきか。 
  ⑧ 信託契約が満了した場合において、新たな信託契約を締結しようとす

る場合は、委託者・受益者の全員と合意できなければ契約は成立しない

か。 
 

以 上 

 


